
      地方職員共済組合の個人情報保護の考え方 

 

平成１７年４月１日 

地方職員共済組合 

 

地方職員共済組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員及び年金受給者の皆様並びにこれらの

方々のご家族に関する個人情報の保護ついて、これまでも特に留意してきましたが、「個人情報の保護 

に関する法律」（以下「個人情報保護法」という。）の施行を受けて、同法に基づく措置を的確に講じ

つつ、当組合が保有する個人情報の保護に万全を期します。 

 

１ 個人情報の利用目的 

当組合の業務は、地方公務員等共済組合法等の法令によって定められています。個人情報は、もっぱら

当該法令に定められた長期給付、福祉事業等に関する業務を的確に行うために必要な限度において利用し

ます。 

 

２ 役職員等の責務 

当組合のすべての役職員は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報保護法を遵守しつつ、個人情報

保護のために必要かつ十分な行動をとります。 

 

３ 個人情報を適切に利用するための措置 

 

（１）ルールの設定 

当組合は、個人情報の漏えいや不適切な利用がないようにするため、個人情報の取扱いについての内

部的なルールを設定し、これを確実に守るようにしてきました。これからも、個人情報の取扱いについ

て常にルールの見直しを行い、必要なルールを整備しておくようにします。 

 

（２）ルールの確実な実行 

当組合は、業務執行上の管理・監督を適切に行い、個人情報を取り扱う者がルールを確実に守るよう

にします。また、個人情報保護に対する役職員の意識を高めることにも努力し、かりそめにも、業務目

的以外に情報にアクセスしたり、情報を持ち出したりすることが起こらないようにします。 

 

 



（３）個人情報保護を徹底する風土の醸成 

当組合の組織全体として個人情報保護を徹底する風土を醸成するように努めます。 

 

（４）個人情報保護組織の設置 

当組合は、個人情報保護を徹底するため、「個人情報保護委員会」を設け、定期的に開催し、当組合

における個人情報保護の状況を点検するとともに必要な改善、是正等を行います。 

また、個人情報保護に関し指導的立場で責任を持つ「個人情報保護管理者」を置き、組合内部の個人

情報の保護体制の実施、運用等についての監督などを行います。 

 

（５）業務委託先に対する措置 

当組合の業務委託先についても、個人情報保護のため必要かつ十分な措置を講じます。 

 

４ ご本人との対応 

 

（１）保有個人データの開示等 

ご本人から本人が識別される保有個人データの開示、訂正、削除、利用停止等を求められたときは、

個人情報保護法に基づき、適切に対応します。 

 

（２）苦情への対応 

個人情報の取扱いに関する苦情については、当組合の全組織をあげて適切かつ迅速な対応に努めます。

また、当組合の組織のうちいずれの部門にかかわる苦情であっても受け付ける窓口を設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地方職員共済組合団体共済部個人情報保護規程第４条に規定する個人情報の利用目的は、 

次のとおりです。 

地方職員共済組合団体共済部の個人情報の利用目的 

 

１ 団体組合員の資格の得喪並びに及び被扶養者の認定又は取消しに係る事務 

２ 長期給付の決定及び支払に係る事務 

３ 日本年金機構等との情報交換に係る事務 

４ 基礎年金の支払に係る事務 

５ 年金加入期間確認通知書の発行に係る事務 

６ 人間ドック等の健康保持・疾病予防事業の実施に係る事務 

７ 貸付の決定及び交付並びに貸付金未償還元金残高の管理に係る事務 

８ 貸付保険の保険金の請求に係る事務 

９ 団体信用生命保険等の加入及び脱退並びに保険料の徴収及び返戻に係る事務 

１０ 団体信用生命保険の保険金の請求に係る事務 

１１ 前各号に付随する事務 

１２ その他長期給付事業及び福祉事業を実施するために必要な事務 




